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第１ 札幌市公文書館基本構想策定の趣旨 

 

１ 策定に至る経緯 

本市は、市民が市政に関わる情報を共有することで自治の主体者としてまちづく

りに参画しうるよう、次の条例を定めています。平成元年に、住民自治の理念に基

づき、市民の知る権利を具体化し、行政の説明責任を全うするため、市が保有する

公文書を公開する制度として、札幌市情報公開条例を施行しました。さらに、平成

19 年には、まちづくりのルールとして札幌市自治基本条例を施行し、その中で、市

民が主役のまちづくりを進めるために、市と市民は必要な情報を共有することや、

市は保有する公文書を適正に公開することを明記しました。 

これらの条例に基づき市民が利用できる主な情報が公文書であり、それを支える

仕組みとして、本市では、公文書の作成・保存・廃棄のルールを定めた公文書管理

制度に基づき、公文書を管理しています。この制度では、職務上の必要性の度合い

から公文書の保存期間を設定しており、その期間が経過すれば公文書を廃棄します。 

また、国においては、昭和６２年に「公文書館法」を制定し、国及び地方公共団

体は、重要な公文書の保存及び利用に関し、適切な措置を講ずる責務を有すること

と規定し、保存期間が経過した後も公文書を保存し利用する施設として、公文書館

を法的に位置づけました。 

さらに、国の機関における重要な公文書の保存・利用が十分になされるよう、作

成から利用までの公文書管理体制を充実強化する「公文書等の管理に関する法律」

が、平成２１年６月に成立しました。この法律では、地方公共団体にも、法律の趣

旨にのっとり、その保有する文書の適正な管理に関して必要な施策の策定・実施に

努めるよう規定されています。 

このような公文書管理を取り巻く情勢の変化を踏まえ、本市が目指す市民自治を

より一層推し進めるために、公文書館を設置することが必要と考え、このたび「札

幌市公文書館基本構想（以下、「基本構想」という。）」を策定しました。 

なお、この基本構想の策定に先駆けて、公文書館のあり方等について審議をいた
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だくために、平成２０年１０月に、学識経験者等で構成する「札幌市公文書館基本

構想検討委員会」を設置し、平成２１年６月に同委員会から提言をいただきました。

この基本構想は、その提言を基にして策定したものです。  

 

２ 基本構想の位置付け 

この基本構想は、札幌市における公文書館の基本的な考え方や方向性を提示する

ものです。併せて、公文書館が十分に機能するよう、今後の札幌市の公文書管理の

あり方も提示しています。 
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第２ 公文書館の基本理念 

 

１ 公文書館の必要性 

民主主義社会は、誰もが正確な情報を自由に得ることができ、自ら自治の主体と

なって行動することによって実現します。市政の正確な記録である公文書は、その

民主主義社会を支える基盤であり、市民への説明責任を果たすために必要不可欠な

ものです。 

市では、意思の決定や伝達の手段、記録を残す手段として、様々な公文書が作成

されています。これらの公文書は行政活動の正確な記録であり、市民にとって、自

らの地域の営みを知り、市政を検証することができる財産です。また市の職員にと

っては、職務を果たした証であるとともに、過去の事例の検証を通じて、より効率

的・効果的な行政運営に資する財産です。したがって、それらの貴重な財産である

公文書は、継続的に後世に残し、伝えていく必要があります。 

現在、市民の知る権利を具体化するため、また、市政についての市の説明責任を

果たすため、情報公開制度に基づき公文書を公開し、それを支える仕組みとして、

公文書管理制度に基づき、公文書を管理しています。この制度の中では、職務上の

必要性の度合いから公文書の保存期間を設定し、その期間の経過とともに廃棄する

仕組みとしています。 

しかし、現在はもとより将来の市民に対しても、知る権利を具体化し、説明責任

を果たしていくためには、公文書を保存期間が経過したあと、移管・選別した上で、

保存・管理し、市民と市との共有財産として市民が利用できる仕組みが必要であり、

その役割を担う施設が公文書館です。 

 

２ 公文書館の目的 

公文書館には次の３つの目的があります。 

一つ目は、重要な公文書を保存期間経過後も適切に保存し、市民が利用すること

によって、現在だけではなく、後世の市民に対しても、市民の知る権利を具体化す
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るとともに、行政の説明責任を果たすことです。 

二つ目は、公文書を通して市民が市政の情報を知り市政を検証する、また、市の

職員が過去の事例を活用し検証する仕組みをつくることによって、行政運営の透明

性を確保するとともに、より効率的・効果的な行政運営を図ることです。 

三つ目は、公文書館が正確な情報や記録を提供し、市民がまちづくりの経緯を自

ら検証することによって、市民との情報共有や、市民が自治の主体として市政へ参

加することをより一層進め、住民自治の推進を図ることです。 

 

３ 公文書館の基本的機能 

公文書館には、その目的を果たすために、「保存」・「利用普及」・「調査研究」の基

本的機能があります。 

 

（１）保存機能 

保存期間が経過した公文書を、公文書館に適切に移管し、重要な公文書を評価

選別するとともに、市民が利用しやすいように整理した上で、良好な環境の中で

保存します。 

 

（２）利用普及機能 

公文書館で保存する公文書について、移管後速やかに目録を作成し、市民に公

開するとともに、利用普及を図るために効果的な事業や展示、広報活動などを行

います。 

 

（３）調査研究機能 

公文書館の保存機能や利用普及機能を維持、向上させるため、幅広い調査研究

活動を行います。 
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４ 公文書館設置の意義 

先に述べた公文書館の目的や基本的機能を踏まえ、本市における公文書館の設置

意義は、次の３点です。 

（１）市民自治の推進 

札幌市自治基本条例では、まちづくりは、市民が主体であることを基本として、

市民の参加と、市と市民の情報共有により行うことと定めています。 

公文書館が、市政の記録である公文書を公開することで、市と市民は情報を共

有することができます。そして市民は、それらの情報に基づき、市政の検証を行

うことで、自治の主体として、より良いまちを築き、未来の世代へ継承していく

ことができるようになります。このようなことから、公文書館は市民自治の実現

を図る上で情報提供という重要な役割を担う施設と位置付けます。 

また、市と市民は、公文書を公文書館へ適切に移管することや、公文書を閲覧

し検証する取り組みを行っていくことで、市政の情報を知るだけではなく、まち

づくりの担い手としての役割や各自の責務をあらためて確認することになり、そ

れが市民自治の一層の推進に繋がっていくと考えます。 

 

（２）効率的で公正かつ透明性の高い行政運営の確保 

札幌市自治基本条例では、行政運営の基本原則として、「市民参加と情報共有を

基本とした効率的で公正かつ透明性の高い行政運営を行わなければならない」と

定めています。 

この実効性を確保する手段の一つとして、行政運営の記録である公文書を継続

的かつ適切に保存し、市民に公開することが必要です。 

公文書館で公文書を公開することにより、将来にわたり市民の目という外部か

らの評価が可能となり、市は公正さと透明性の確保に一層努めていきます。 

また、市は過去の行政記録を活用し、検証することで、より効率的かつ効果的

な行政運営を図っていきます。 
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（３）「札幌」を知る場 

公文書を市民に公開し、将来にわたりこれを伝えていくことによって、市政の

営みを一望できるようになります。また、市が市史編さん事業などを通して収集

してきた資料も、本市の歴史を知る上で重要な行政資料です。 

それらの公文書等によって、市民は自らの郷土である「札幌」の歴史を知り、

自身と札幌のつながりを再確認することができます。また、市民だけではなく、

市外からの来館者も、札幌の歩みや特性、魅力を知ることができます。 
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第３ 公文書館の保存対象文書 

 

１ 対象文書 

公文書館に移管し、保存する文書は、市が説明責任を果たしうるよう行政運営や

活動を検証するための資料となるものです。 

 そのためには、市のすべての業務が対象となり、また、市の活動が正しく把握で

きる記録を必要とします。よって、保存対象となる文書は、意思決定に係る決裁・

供覧文書や、意思決定に至る過程を示す公文書のほか、市が作成する刊行物といっ

た市政等資料とし、さらに、その他の記録も必要に応じて取得できることとします。 

 

２ 対象となる公文書の範囲と課題 

（１）対象機関 

 公文書館で保存する文書は、市のすべての業務を対象とすることから、保存対

象とする機関は、基本的には、市長部局のみならず、市のすべての機関とします。 

なお、本市における現行の公文書管理制度では、各機関別に公文書の管理規程

を定めており、また、それらの規程には保存期間経過後の公文書の移管について

規定されていません。よって、すべての機関を対象として公文書を適切に管理し、

公文書館に移管する新たな公文書管理制度を構築する必要があります。 

 

（２）移管にあたっての課題 

現行の公文書管理制度では、作成・取得した公文書を、その後の事務を行なう

際の資料として一定期間保存しています。公文書の保存にあたっては、その業務

の必要性等から、保存期間を定め、保存期間が10年を超える文書を「永年」区分

としています。「永年」区分の中には、重要な公文書として、期間の定めなく保有

しているものが数多く存在しています。そのため、これらの公文書は公文書館へ

の移管対象文書となりません。よって、「永年」区分を有期限とするなど、保存期

間を見直す必要があります。 
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さらに、公文書館への移管が円滑に行われるよう、公文書館が、公文書管理制

度全体へ、関与できる仕組みを検討する必要があります。 
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第４ 公文書館の機能 

 

１ 保存機能 

本市では、毎年度、大量の公文書を作成し、保存していますが、保存期間を経過

した後は廃棄の対象となります。これらの保存期間経過後の公文書は、公文書館へ

移管する対象となりますが、その中から重要な公文書を評価・選別したうえで保存

していきます。 

そのため、公文書館においては、その目的や役割を踏まえ、どのような文書が将

来にわたり重要な価値を持つのかを定めて、移管される大量の公文書の中から評

価・選別することが、重要かつ主要な業務となります。 

 

（１）評価・選別によって保存する公文書 

公文書館の目的が、自治の主体である市民や市職員が市政を検証し、今後の施

策形成に資することから、評価・選別によって保存すべき重要な公文書は、市政

を将来にわたって検証できる公文書とします。 

市政を検証できる公文書とは、行政運営や活動の推移がわかることが必要であ

り、具体的には、制度・計画・事業などの成り立ちや変遷が分かる文書等です。 

 

（２）評価・選別の方法 

評価・選別が、市政の透明性や公益性を確保し、適切に行なわれるよう、また、

市政の営みを継続的に伝えていくことができるよう、客観的な基準を策定します。 

また、基準の策定にあたっては、各事務事業を調査・分析し、各所管部局から

意見を聴取するなど、公文書館への移管がより円滑に図られるような取り組みを

行ないます。 

 

 

 



10 

２ 利用普及機能 

（１）公文書の公開 

ア 公開についての基本的な考え方 

公文書館は、情報公開制度と両輪となって、市政に関する情報を公開及び提

供する仕組みを担う施設です。よって、公文書館の基本的な利用機能は、保存

する公文書を公開して誰もが閲覧できるようにすることです。 

そのため、公文書館で保存する公文書は、その目的から原則すべて公開とし

ます。ただし、公文書館における公文書の公開基準は、情報公開制度との整合

性を考慮しなければならず、個人情報等の保護についても同様に考える必要が

あります。 

また、公文書館が長期間にわたって公文書を保存し、公開するための施設で

あることから、公開基準を定める際には、時間の経過を踏まえて、非公開の範

囲の緩和についても検討していきます。 

 

イ 公開の仕組み 

公文書館における公文書の公開を円滑かつ迅速に実現するためには、移管後

速やかに目録を作成するほか、各所管部局の意見を踏まえ、具体的な公開・非

公開区分を決定します。 

また、公開にあたり、公益性や適正化を確保するため、公文書館には、有識

者等で構成する運営協議機関を設置する必要があります。運営協議機関は、公

文書の公開の仕組みのほか、公開決定に対する利用者からの不服申し立てがあ

った場合に、決定の妥当性について審議する機能を持つことを想定しています。 

 

（２）相談・支援業務 

公文書館の利活用が十分行われるよう、利用者の立場にたった相談業務や情報

提供などに取り組む必要があります。 

具体的には、より利便性の高い情報提供ができるよう、公文書の体系的な整理
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や、公文書の情報を目録として作成し、検索できる仕組みを作ります。 

また、利用者からの質問や相談への対応、各所管部局や関係機関の紹介等、利

用者のニーズに応じた個別の相談・支援を行ないます。さらに、市職員に対し、

行政運営や施策形成に役立つ情報を効率的に提供できるよう、公文書の貸し出し

の仕組みを構築することを検討します。 

なお、これらの取組を行っていくためには、相談・支援業務を担当する職員の

専門的能力のレベルアップのほか、各所管局との連携や図書館や郷土資料館等の

類縁施設との緊密な連携を図っていきます。 

 

（３）普及啓発活動 

公文書館が利用促進を図るために、公文書の重要性や役割についての普及啓発

活動にも取り組む必要があります。 

ア 市民向け活動 

公文書館の利用を通じて、市政の検証ができること、また、札幌の特色や成

り立ちを知ることができることなど、公文書の重要性や意義を分かりやすく周

知します。 

その方法として、市政に関わる企画展示や講座の開催、広報活動の実施など

に取り組みます。 

 

イ 職員向け活動 

公文書が市民による市政検証の資料であるとともに、自己の職務を果たした

証であり、今後の施策形成に活用できる資料であることなど、公文書館の目的

や意義を踏まえ、公文書を適切に作成・管理する必要性をより一層認識するよ

う促します。その方法として、職員に対する研修や周知活動を行っていきます。 

 

なお、未来を担う子どもから大人まで、幅広い年代にわたって利用者層が拡大

するよう、また、公文書の管理をより充実させるために、これらの取組について、
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公文書館設置前の段階からの実施や他機関との連携・協力を図っていきます。 

 

３ 調査研究機能 

公文書の保存や利用普及など公文書館の機能を維持し、向上させていくために、

調査や研究活動を行います。 

これらの活動を通じて公文書館のあり方も検証するとともに、その成果は、市民

に還元する観点から、研究紀要の発行などによって広報していきます。 

具体的な調査や研究活動例は、以下のとおりです。 

• 公文書の管理に係る活動として、公文書のより適切な保存や、評価・選別に係

ること 

• 利用普及に係る活動として、市政に関する情報をより効果的に提供する方法や、

利用者へのより適切な相談対応や支援する方法など 
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第５ 公文書館の設置・運営 

 

１ 管理運営体制 

（１）組織・職員 

公文書館が十分に機能していくためには、公文書管理が円滑かつ効率的に行わ

れることが前提であり、そのために、公文書館の所管部局は公文書管理制度を担

当する組織と同じ組織に位置付けます。 

また、公文書館への公文書の移管や公文書の評価・選別が円滑になされるよう、

公文書が移管される前の段階から、公文書館が各機関と調整・協議など関与でき

ることが必要です。 

公文書館の業務は、公文書の移管、評価・選別、保存、公開、相談等であるこ

とから、公文書館の職員には、それらに関した専門的な知識や技術、公文書管理

や情報公開をはじめとする幅広い行政知識と事務経験が求められます。 

よって、公文書館には、専門的知識や豊富な行政経験を持つ職員等を配置する

ことが必要です。また、研修等によって、公文書館の運営に必要な専門的知識や

技能の向上を図る機会を確保し、職員の能力の向上に努めていきます。 

 

（２）運営協議機関の設置 

公文書館では、より公正で、市民に開かれた施設運営を行っていくため、有識

者で構成する運営協議機関を設置する必要があります。この機関では、公文書館

の運営を審議するほかにも、先に述べた公文書の公開可否や、市民からの公開の

是非に関わる不服申し立てについての審議を行なうことなどを想定しています。 

 

２ 施設のあり方 

（１）施設規模 

公文書を将来にわたって、適切かつ安全に管理できるよう、建物は、耐火・耐

震性や温湿度管理、セキュリティの確保を考慮する必要があります。  
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また、利用者や公文書館職員の動線の確保に配慮し、円滑な管理･運営に適した

機能的な構造や、施設設備を配置する必要があります。 

さらに、年々増加する公文書量に対応できる規模を確保することが重要になり

ます。 

 

（２）施設設備 

公文書館の機能を果たすために必要となる公文書館の施設設備としては、以下

のものを想定しています。 

• 公文書の選別・保存・保管スペースとして、書庫を始め、文書の整理などを

行う作業室やマイクロフィルム保管庫等 

• 公文書の利用が行われるスペースとして、閲覧室や相談コーナー、展示用ス

ペース、講義（会議）室 

• 事務室や機械室等 

 

（３）公文書館の立地 

公文書館の立地については、施設の利便性の観点からは、市の中心部等や交通

アクセスの良い場所が望ましいと考えますが、公文書が将来にわたって適切かつ

安全に保存される環境や、文書量の増加に伴う増築も踏まえた必要面積の確保も

考慮した上で検討します。 

 

(４) その他 

施設整備にあたっては、空き校舎など既存の未利用施設の活用や他の公共施設

との複合化等も検討していきますが、いずれの場合であっても、必要な施設規模

や構造、設備等を満たすことを考慮する必要があります。 

また、施設の土・日曜日の利用については、公文書館の運営のあり方を踏まえ、

検討します。 
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第６ 公文書管理制度の充実 

 

公文書館が十分に機能していくためには、その前提として公文書の管理が適切に行

われなければなりません。よって、公文書の作成から利用までのライフサイクルを定

めた公文書管理条例の制定や職員の研修等、公文書管理体制の充実強化を図っていき

ます。 

 

１ 公文書管理条例の制定 

（１）条例を制定する必要性  

札幌市における現行の公文書管理制度は、公文書の作成から保存・廃棄までの

ルールを公文書管理規則で定め、各行政委員会など他の執行機関や議会は、その

規則を踏まえて、それぞれが公文書の管理規程を定めています。 

先に述べたとおり、公文書館へ移管し、保存する公文書は、市のすべての機関

を対象とします。各機関が公文書をより適切に管理し、また、公文書館へ適切か

つ円滑に移管するために、市のすべての機関を対象にした条例を制定する必要が

あります。 

 

（２）公文書管理条例に盛り込む事項  

公文書管理条例では、これまで述べてきた公文書の役割や公文書管理のあり方

を踏まえ、条例の目的や公文書の定義、対象機関のほか、公文書の作成、整理、

保存、移管、廃棄、公開・利用といった管理のあり方、公文書管理担当部局の役

割等を定めます。 

また、現行の公文書管理制度には規定されていなかった、保存期間経過後の公

文書の公文書館への移管や利用、公文書館の関与などを盛り込むほか、永年区分

を有期限とするなど保存期間の見直しを行ないます。 
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２ 公文書管理の推進 

公文書管理を適切に進めていくためには、市職員一人ひとりが、公文書の意義を

再認識し、適正な公文書の作成、管理を行うことが必要不可欠です。そのために、

それらの認識がより一層深まるよう、研修の強化を図っていきます。 

また、すべての機関の公文書を統一的に管理し、公文書館への円滑な移管を図っ

ていくために、現在の文書管理システムや文書保存センターで行われている集中管

理機能を有効に活用し、公文書館が関与できる仕組みの構築を検討します。 

 なお、電磁的記録の管理や保存についても、現状を踏まえて、さらに検討してい

きます。 
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第７ 構想の推進にあたって 

 

１ 公文書館設置準備体制の整備 

現在、本市では総務局行政部総務課が市全般にわたって公文書管理を所管してい

ます。また、同部文化資料室が「新札幌市史」編さん事業などを通じて市政上重要

な公文書の調査研究や行政資料の収集等のほか、所蔵資料の閲覧提供や企画展示を

行なってきており、公文書館の機能に類似した業務を行っています。 

よって、公文書館の設置に向けて、より具体的な検討を進めていくためには、文

化資料室を母体とした公文書館設置準備体制を整備することが効率的・効果的です。

また、公文書館開設後の利用を円滑に行うため、多数ある公文書の評価選別や整理

を行う必要があることから、早い時期から先行して、それらの準備作業を行なうほ

か、所蔵資料の閲覧提供業務のレベルアップなど、公文書館の運営に関する能力向

上に向けた取組を段階的に進めていきます。 

 

２ 公文書についての普及啓発活動 

公文書の重要性や市民生活との直接的な関わり、市政の検証に資することを市民

に周知することは、長い時間をかけて取り組む必要があります。また、市職員への

公文書管理意識の向上を図るための研修の充実なども計画的な取組が必要です。よ

って、これらの取り組みは、市民自治の実現に向けた環境整備につながるものとし

て、先に述べたとおり公文書館の設置前の段階から、継続的に進めていきます。 
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１ 札幌市公文書館基本構想検討委員会 

 

札幌市公文書館基本構想検討委員会 委員名簿 

 

 

 

 

 

 

 

 

札幌市公文書館基本構想検討委員会市民利用会議 委員名簿 
 

座長 大濱  徹也 検討委員会委員長 

副座長 鈴江  英一 検討委員会副委員長 

 木村 夢子 公募委員 

 竹川 昌志 公募委員 

 林 恒子 公募委員 

 門條 光雄 公募委員 

 矢橋 潤一郎 公募委員 

 氏    名 役           職 

委員長 大 濱  徹 也 国立公文書館特別参与 

副委員長 鈴 江  英 一 
前・北海道教育大学教授 

元・国文学研究資料館史料館長・教授 

委員 白木沢  旭 児 北海道大学大学院文学研究科教授 

委員 髙 橋  孝 一 北海道新聞社編集局札幌圏部長 

委員 丸 尾  正 美 弁護士 
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札幌市公文書館基本構想検討委員会 検討経過 

 

回  開催日 議題 

１ H20.10.28 

・ 検討委員会の運営について 

・ 検討スケジュール 

・ 札幌市の公文書管理の現状と課題 

・ 公文書館の基本理念について 

２ H20.11.27 
・ 公文書館の保存対象文書について 

・ 公文書館の機能について（評価選別） 

３ H20.12.９ ・ 公文書館の機能（利用普及、調査研究）について 

４ H21.1.22 
・ 公文書館の設置・運営について 

・ 公文書管理制度について 

 市民利用会議 

   

H21.1.30 ・ 公文書館の基礎知識 

  
H21.2.9 ・ 公文書館の利用機能について 

  H21.3.18 ・ 市民利用会議からの提言内容について 

５ H21.3.24 
・ 市民利用会議からの提言について 

・ 公文書館基本構想への提言（案）について 

６ H21.5.20 ・ 公文書館基本構想への提言（案）について 

 H21.6.17 ・ 「札幌市公文書館基本構想への提言」を市に提出 
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２ 札幌市公文書館基本構想（素案）に対するパブリックコメン

トの結果 

 

１ 実施期間 

平成２１年８月３１日～９月３０日（３１日間） 

 

２ 資料配布場所等 

市役所本庁舎（行政部総務課、市政刊行物センター）、文化資料室、各区総務課広

聴係、パネル展会場（北区民センター、市役所 1階ロビー）、ホームページ 

 

３ 意見提出人数 

２０人 

 

４ 意見件数と内訳 

計６１件 

分類 意見の件数 構成比 

基本理念に関すること    2 3% 

保存対象文書に関すること    7 11% 

機能に関すること    

  １ 保存機能  3 5% 

  ２ 利用普及機能    19 31% 

  ３ 調査研究機能    2 3% 

設置・運営に関すること      

  １ 管理運営体制    7 11% 

  2 施設のあり方    3 5% 

公文書管理制度の充実に関すること    1 2% 

構想の推進に関すること    2 3% 

その他全般に関すること    15 25% 

合計 61 100% 

 



５　主な意見の概要

 【基本理念に関すること　　２件】

○

○

 【保存対象文書に関すること　　７件】

○

○

 【機能に関すること　　24件】

●保存機能に関すること　３件

○

○

●利用普及に関すること　19件

○

○

○

○

●調査研究に関すること　　２件

○

○

普及啓発活動について（７件）
・公文書館の存在が認識できるような活動をしてほしい。
・小中学生の子供を持っている両親祖父母らにもっとアピールできれば良いと考える。
・公文書館に対する市民の意識をより高めるためにも、講演等の継続実施を期待す
る。

利用者への支援について（１件）
・郷土資料館や札幌の歴史を研究している団体等が情報共有や交流できる催しを定
期的に開催してほしい。

公文書の原則保存、原則公開を明確にする必要がある。

情報公開制度も包括する「総合的な札幌市としての説明責任を果たす機関」という位
置付けにはしないのか。

意思決定過程の文書の保存について（３件）
・市の内部で検討を開始した時期からの文書を保存してほしい。

公文書以外の文書の保存について（２件）
・市の内部文書以外の「市政を検証できる文書」も含めるべきである。

旧家の所蔵物や高齢者の「昔の札幌」に関する証言等の把握を調査研究の対象に加
えてはいかがか。

札幌の歴史を知るための調査研究が組み込まれると、なお意義深い。

原本収蔵による保存と、後世に残す史料の選考基準を明示する必要から、選考基準
の条例化が原則である。

公開の新たな基準設定が必要であり、基準の条例化と、公開方法は複製複写、電子
化を主とし、原本は非公開が原則と考える。

公文書の公開について（６件）
・閲覧制限を時限的に解除するなど、適切な公開基準を策定してほしい。
・公文書の公開については、情報公開制度との整合性ではなく、個人情報保護法との
整合性とすべき。

資料の複写について（５件）
・複写サービスを望む。また複写は有料とすべき。
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 【設置運営に関すること　　10件】

●管理運営体制に関すること　７件

○

○

●施設のあり方に関すること　３件

○

○

 【公文書管理制度の充実に関すること　　１件】

○

 【構想の推進に関すること　２件　】

○

○

 【その他全般に関すること　15件】

○

○

現在の文化資料室において、書庫入室や閲覧、コピーなどの市民利用の環境整備が
進むことを希望する。

専門的知識を有する職員の配置について（３件）
・資料、情報を早く知り、調査するためには、職員の専門性が必要であるため、専門職
を配置すること。

運営協議機関の設置について（３件）
・この組織の中には利用者（市民）代表を必ず入れること。
・同一の機関で、「公文書の公開可否の審査」と「公開の是非に関する不服申し立てに
ついての審査」も行うと、正当性や中立性・妥当性を疑われる恐れがある。

文化資料室において、資料収集や整理・閲覧業務のための人材確保やコピ－サ－ビ
ス、市民講座の開催などのサービスを、今すぐ出来ることから始めてほしい。

公文書館と現在の文化資料室との今後の関係はどうなるのか。現在、文化資料室が
もっている歴史的な部分はどこが担うことになるのか。

公文書館の設置に賛成である。(８件）

市の中心部で公共交通機関を利用できる場所を望む。

公共交通機関でも、車を利用しても行けるような場所に設置してほしい。

公文書管理条例の制定にあたっては、構想素案で、公文書を「市民と市の共有財産」
と位置付けたことを堅持してほしい。「公文書等管理法」成立までの審議過程、特に修
正・附帯決議など十分踏まえてほしい。
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1

  市民と情報を共有する施設ということであれば、保存
期間内の文書（現用文書）を対象としている情報公開制
度も包括する「総合的な札幌市としての説明責任を果た
す機関」という位置付けにはしないのか。

  機能、公開の対象文書や手続が異なり、公文書館は情
報公開制度とは別の仕組みですが、素案にも示していま
すとおり、公文書館は、行政の説明責任を果たすことを
目的に、情報公開制度と両輪となって、市政に関する情
報を公開及び提供する仕組みを担う施設であると考えて
います。

2

　現在の公文書管理制度は、公文書の原則廃棄の考え方
で運用されているが、公文書の原則保存の考え方を明確
にすることが必要である。また、公文書の公開について
も、原則公開を明確にする必要がある。そのため、 「第
2　公文書館の基本理念」 「第6　公文書管理制度の充
実」の項に、公文書は原則保存、原則公開である旨の文
言を追記すべきである。

　札幌市の公文書管理規則では、職務の必要性の度合い
から公文書の保存期間を定め、保存期間満了まで保存す
ることを原則としています。また、現行の情報公開制度
では、公文書は原則公開と定めています。それらを踏ま
えて、公文書館では、保存期間が満了した後の公文書に
ついて、重要な公文書を評価選別した上で適切に保存
し、また、その公文書を原則公開とすることを、素案に
示していますので、いただいたご意見の趣旨は盛り込ま
れていると考えています。

3

　対象文書のうち、「その他の記録」の範囲に市民の所
有する歴史資料を含めて欲しい。

4

  対象文書は、公文書が基本となるべきであるが、市の
内部文書以外の「市政を検証できる文書」も含めるべき
である。

5

　いくつものマイナス要素からの学習が、新しい力を、
文化を生み出してきた。そういった決定的に失敗してし
まった政策等に関する記録を保存できたらよい。

　「将来にわたって市政を検証できる文書」に該当する
文書であれば、保存対象にすることを素案に示していま
す。

6

　通常、公文書として残るものは、結果としてできあ
がったものが多く、意思決定過程の文書は非常に少な
い。市の内部で検討を開始した時期からの文書を保存し
てほしい。

「意思決定に至る過程の公文書」を公文書館の保存対象
文書の範囲とする旨を、素案に示しています。今後は、
文書の範囲を具体的に検討する中で、いただいたご意見
も参考にさせていただきます。

7

　不採択となった陳情でも、後でその過程を市民が調べ
ることのできるよう、公文書館で記録を保存してほし
い。

8

　市政の企画から執行に至るまでの経過をたどることの
できる文書の保存と公開性を高めるよう期待します。

9

　ボーリングや地層調査のデータなどは古代の地層・地
形の研究に役立つため、絶対に廃棄しないでほしい。

 　公文書館で保存する公文書は、将来にわたり市政を検
証できる公文書と考えており、いただいたご意見も、公
文書館の保存文書を具体的に検討する中で、参考にさせ
ていただきます。

10

　評価選別基準を体系化できれば、閲覧する側からも容
易に利用できると考える。

　市政を将来にわたって検証できるよう、公文書の評価
選別基準を作成することを、また、閲覧などの利用が容
易にできるよう、目録を作成することを、素案に示して
おり、今後は、基準の作成にあたっては、体系化も念頭
に検討してまいります。

11

　市政検証のための基本的物証となる共有財産の公文書
という認識を持つためには、まず原本収蔵による保存
と、後世に残す史料の選考基準を明示する必要から、選
考基準の条例化が原則である。

12

　公文書館における文書の公開の新たな基準設定が必要
であり、基準の条例化と、公開方法は複製複写、電子化
を主とし、原本は非公開が原則と考える。

基
本
理
念

6  公文書館基本構想素案パブリックコメントの意見概要及び市の考え方

区別 意見概要 市の考え方

対
象
文
書

保
存
機
能

　保存媒体として原本を保存することは必要であると考
えており、原本を長期間良好な状態で保存していくため
に、適切な公開方法について今後検討してまいります。
　また、保存文書の評価選別基準や公開基準の策定の必
要性については素案に示しており、どのような形式で定
めるかについては、今後検討してまいります。

　公文書館の保存対象文書は「将来にわたって市政を検
証できる文書」であり、「公文書」や「市が作成する刊
行物」を対象とするほか、市政を検証できる資料であれ
ば、「その他の記録」として、必要に応じて保存対象に
することを、素案に示しています。

26



区別 意見概要 市の考え方

13

　閲覧制限を時限的に解除するなど、情報公開制度と同
等の公開基準ではなく、歴史的・文化的文書としての適
切な公開基準を、外部有識者の意見もとり入れながら、
策定してほしい。

　公文書館が長期間にわたり公文書を保存し公開する施
設であることから、公開の基準については、時の経過を
踏まえ、非公開の範囲を緩和することが必要と考え、そ
の旨を素案に示しています。

14

　現在の情報公開制度は、個人情報保護法では保護対象
から除外している死亡者の個人情報についても、非公開
の対象としており、本来の情報公開の機能を著しく阻害
している面があるのではないか。
　公文書の公開については、情報公開制度との整合性で
はなく、個人情報保護法との整合性とすべきと考えるこ
とから、 「第4-2-（１）公文書の公開」の項の記述を、
「公文書の公開基準は、個人情報保護法との整合性を考
慮する必要がある。」と修正すべき。

　個人情報保護法及び札幌市個人情報保護条例は、制定
の趣旨・目的から保護すべき対象を生存する個人の情報
と規定しており、死亡した個人の情報を原則除外してい
ます。しかし、それが直ちに死亡した個人の情報を無制
限に公開できることを示しているわけではなく、その取
扱いには慎重に配慮する必要があります。
　また、札幌市情報公開条例では、個人の尊厳及び基本
的人権を尊重する立場から個人に関する情報を原則とし
て非公開と規定しており、その対象から死亡した個人の
情報を除外していません。
　公文書館では、保存する公文書を原則公開とするもの
の、死亡した個人を含む個人情報の取扱いには慎重に配
慮する必要があることから、現用文書における個人情報
の公開基準について規定している情報公開制度との整合
性を考慮しなければならないと素案に示しています。

15

　公文書館と情報公開制度は情報を公開及び提供すると
いう共通の目的を持つので、例えば、「公文書館の窓口
で情報公開請求を可能とする」、「申込用紙の様式を統
一する」などの取り組みをすべきである。

　今後、公文書館の利用方法を具体的に検討する中で、
いただいたご意見も参考にさせていただきます。

16

　検索方法の利便性や内容を精査する意識を持つあまり
に、公開までに時間を要したり、公開を制限したりする
ことがなるべくないようにしてほしい。公開性を重視し
てもらいたい。

　公開の可否の判断は、慎重に行う必要がありますが、
一方で円滑な公開にも努めてまいります。

17

　史料を利用するためには、目録などの作成が必要であ
る。

　公文書館における公文書を円滑に公開できるよう、移
管後速やかに目録を作成することが必要と考え、その旨
を素案に示しています。

18

　非公開文書を条例で定めるなど、知る権利を乱用され
ないような仕組み作りを構築する必要があり、その検討
にあたっては、弁護士等専門家の意見を尊重すべきであ
る。

　素案に示していますとおり、公文書の公開基準は、情
報公開制度との整合性や個人情報の保護を考慮して策定
する必要があると考えており、今後、公開の仕組みを具
体的に検討する中で、いただいたご意見も参考にさせて
いただきます。

19

20

利
用
普
及
機
能

①　資料の複写サービスを望む。また複写は有料とすべ
き（２件）。
②　利用者がコピーできるようにして欲しい（３件）。

　他都市の公文書館の利用状況からすると、資料の複写
サービスは市民ニーズが高いものと考えられます。資料
の複写については、今後、著作権法など関係法令との整
合性などもはかりながら、具体的な利用方法を検討する
中で、いただいたご意見も参考にさせていただきます。

27



区別 意見概要 市の考え方

21

　公文書って何と思われる市民が多いと思う。これから
は公文書館の存在が認識できるような活動をしてほし
い。

22
　市民に歴史を知らせる役割も必要である。

23

　より多くの市民に公文書館の存在を知ってもらうこと
が大切であり、簡単な漫画やイメージキャラクターを用
いた視覚的な広報や、携帯電話からのホームページなど
は利用者が身近に感じるのではないか。

24

公文書館に対する市民の意識をより高めるためにも、
講演等の継続実施を期待する。

25

　公文書や札幌の歴史にまつわるセミナーなどを開催
し、 「ほっかいどう学」の単位認定するシステムなどを
利用するのはいかがか。

26

　市民も検証する、参加するということをもっとアピー
ルしてほしい。素案もイラストなども入れるなど、若年
や高齢者にも分かりやすいものにしてほしい。

27

　専門知識を有した人達の利用だけではなく、小中学生
の子供を持っている両親祖父母らにもっとアピールでき
れば良いと考える。例えば、公文書館に行くと「何がで
きるのか」とか、「何が分かるのか」という単純な事で
もかまわないので、広くアピールしたらいかがか。

　子どもから大人まで、幅広い年代にわたって利用者層
が拡大するような取組が必要と考え、その旨を素案に示
しています。いただいたご意見も参考にしながら、今
後、具体的な方法について検討してまいります。

28

　市内の郷土資料館や札幌の歴史を研究している団体等
が情報共有や交流できる催しを定期的に開催してほし
い。市民が利用する不可欠な施設として、文化資料室が
仲介となり、郷土資料館や歴史サ－クルとのネットワ－
ク構築や札幌の歴史に関する催しを実施するなど、準備
を進めて欲しい。

　素案にも示していますとおり、公文書館の利用普及機
能として、利用者のニーズに応じた相談・支援、また、
市政に関わる企画展示や講座の開催も必要であると考え
ています。今後、その具体的な方法を検討をする中で、
いただいたご意見も参考にさせていただきます。

29

　公文書館で保存するに値する市内各地の旧家の所蔵物
や書類、高齢者の「昔の札幌」に関する証言等の把握を
調査研究の対象に加えてはいかがか。

30

　札幌の歴史を知るための調査研究が公文書館の活動に
組み込まれると、なお意義深いものになると考える。

31

　公文書の選別、くずし字の解読、文書の保存・修復、
普及啓発など公文書館担当職員の任務は多岐にわたるた
め、行政職員だけではなく、専門職員の配置が不可欠だ
と思う。

32

　「札幌を知る場」という設置意義を果たし、市民に対
し責任の持てる学術的水準によりサービスを提供するた
めには、歴史学や古文書学などの専門的な知識を有する
職員等についても配置してほしい。

33

　資料、情報を早く知り、調査するためには、職員の専
門性が必要であるため、専門職を配置すること。

利
用
普
及
機
能

管
理
運
営
体
制

　公文書館の意義（札幌の歴史を知る場という意義も含
めて）や役割について、市民に分かりやすく周知するこ
とが必要であると考え、企画展示や講座の開催などに取
り組むことを素案に示しています。いただいたご意見も
参考にしながら、今後具体的に検討してまいります。

調
査
研
究
機
能

　公文書館の業務に必要な専門的知識を有する職員等を
配置する必要があると考え、その旨を素案に示していま
す。いただいたご意見は、今後、組織体制を具体的に検
討する中で参考にさせていただきます。

　素案では、公文書館の保存機能や利用普及機能などを
維持し向上させるために、調査研究活動を行なうことと
しております。いただいたご意見は、調査研究活動を具
体的に検討する際の参考にさせていただきます。

28



区別 意見概要 市の考え方

34

　質疑応答担当者の配置と歴史ボランティアの市民組織
化を目指して欲しい。

　公文書館の業務の一つとして、利用者のニーズに応じ
た個別の支援・相談を行なうこととしており、そのた
め、専門的知識を有する職員等の配置について、素案に
示しています。
　ボランティアについてのご意見は、今後、公文書館の
運営体制を検討する際に、参考にさせていただきます。

35
　運営協議機関の速やかな設置等に取り組んでほしい。

36

　運営協議機関は重要だと思う。また、この組織の中に
は利用者（市民）代表を必ず入れることを要望する。

37

　同一の「運営協議機関」で、「公文書の公開可否の審
査」と「市民からの公開の是非に関する不服申し立てに
ついての審査」も行うと、正当性や中立性・妥当性を疑
われる恐れがある。「不服申し立てについての審議」
は、別な機関で審議するほうがよい。

　審査の中立性や妥当性が確保できるよう、具体的な制
度設計や運用については、いただいたご意見を参考にし
ながら検討してまいります。

38

　車を使用しない市民もいることを考慮し、市の中心部
で公共交通機関を利用できる場所を望む。

39

　公共交通機関でも、車を利用しても行けるような場所
に設置してほしい。

40

　地震等の被害が比較的少ないと推測される地域にある
施設を利用してはどうか。

41

公
文
書
管
理
制
度
の
充
実

  公文書管理条例の制定にあたっては、構想素案で、公
文書を「市民と市の共有財産」と位置付けたことを堅持
してほしい。国の「公文書等管理法」成立までの審議過
程、特に修正・附帯決議など十分踏まえてほしい。

素案では、公文書館が十分に機能する前提として、公
文書管理体制の充実強化をはかる必要があることから、
公文書管理条例を制定することを示しています。また、
国においても「公文書等の管理に関する法律」を制定
し、公文書管理の基本原則が示されたところです。従っ
て、公文書管理条例の制定にあたっては、素案で示して
いる基本理念や「公文書等の管理に関する法律」の趣旨
を十分に踏まえ、検討してまいります。

42

具体的な公文書に接することにより、市政や市民活
動、さらに公文書・公文書館への意識も深まると思うた
め、現在の文化資料室において、書庫入室や閲覧、コ
ピーなどの市民利用の環境整備が進むことを希望する。

43

　市史編さんで収集した史料も加え、札幌市の歴史を学
ぶことが出来る施設として、早急に実現してほしい。そ
のためにも、市史編さん史料を所蔵している文化資料室
において、資料収集や整理・閲覧業務のための人材確保
や、所蔵史料のコピ－サ－ビス、市民講座の開催などの
市民サービスを、今すぐ出来ることから始めていってほ
しい。

構
想
の
推
進
に
関
す
る
こ
と

管
理
運
営
体
制

  公文書館開設後の運営を円滑に行うため、所蔵資料の
閲覧業務のレベルアップなどの取組を、先行して段階的
に行なっていくことが必要と考え、素案に示していま
す。今後、いただいたご意見も参考としながら検討して
まいります。

施
設
の
あ
り
方

　公文書館の施設立地の考え方については、市の中心部
や交通手段が便利な場所が望ましいと考えています。一
方では、公文書を適切かつ安全に管理できる保存環境
や、未利用施設の活用なども視野に入れる必要がありま
す。したがって、これらの観点を踏まえながら、総合的
に検討してまいります。

　運営協議機関の構成員や設置時期については、いただ
いたご意見も参考としながら、今後、検討してまいりま
す。
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44

　素案における「公文書館」は公文書館法の規定に基づ
いた施設なのか。

　公文書館法に定める公文書館とは、歴史資料として重
要な公文書等を保存、閲覧及び調査研究する施設と解さ
れています。素案では、公文書館の保存対象文書は、将
来にわたって市政を検証できる公文書や市が作成する刊
行物、その他の記録であり、それらは歴史資料として重
要な価値を持つものです。また、公文書館の機能とし
て、保存、閲覧などの利用普及、調査研究を有するとし
ていますので、公文書館法の趣旨に沿った施設と考えて
います。

45

　公文書館は施設の性格から利用者「数」をもってその
必要度を比較することはできない施設である。必要な資
料を長く適切に保管管理し、市の施策を将来にわたって
説明していくという市民の負託に応えるための施設とし
て公文書館が維持・発展していくために、安易な予算削
減を行なわず、必要な体制が整備されることを願う。

　本市の厳しい財政状況も踏まえながら、公文書館が十
分機能していくことができるよう、施設の整備や組織体
制について、今後、具体的に検討してまいります。

46

　構想確定後、条例や施設整備の予定を知りたい。 施設整備については、全市的な観点からの検討が必要
であり、現時点では明示できません。また、関連する条
例は施設開設時期よりも早い段階での制定が必要と考え
ます。

47

　公文書館と現在の文化資料室との今後の関係はどうな
るのか。現在、文化資料室がもっている歴史的な部分は
どこが担うことになるのか。(2件）

48

　歴史史料として文化資料室等に保存されているもの
は、今後どこに保存され、どのような位置付けになるの
か。素案では、公文書としての意識が非常に高く、ほと
んど歴史に触れていないのもおかしいのではないか。

49

素案に位置付けた、文化資料室が『新札幌市史』編纂を
通して収集した資料、市政上重要な公文書や行政資料が
確実に保存され、閲覧提供ができる札幌市公文書館の設
置を望む。

50

　公文書館の設置に賛成である。(８件）

　文化資料室を母体として公文書館の設置体制を整備す
ることを素案に示しており、文化資料室所蔵資料も公文
書館に保存することを想定しています。
　また、公文書館の設置意義として、公文書や所蔵資料
などから市民が札幌の歴史を跡付け、「札幌を知る場」
であることを素案で示しています。
　現在、文化資料室が行なっている所蔵資料を活用した
歴史相談業務は、公文書館の意義を果たす機能につなが
るものと考えます。

そ
の
他
全
般
に
関
す
る
こ
と
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